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法人体制
代表理事 鈴木 正秀 (一般社団法人運輸デジタルビジネス協議会 事務局長理事）

理事       小島 薫  (一般社団法人運輸デジタルビジネス協議会 代表理事）

理事       藤田 祐介 (一般社団法人SDXC 推進協議会 代表理事）

監事       遠藤 啓二 (元一般社団法人東京都トラック協会 参与)

所在地等

東京都港区六本木３－２－１六本木グランドタワー 36F

ウイングアーク１ｓｔ株式会社および、(一社)運輸デジタルビジネス協議会事務所内

事務局メールアドレス：unyu.co@wingarc.com
しばらくは、TDBC事務局内で業務遂行いたします

法人名
一般社団法人通信型デジタル業務・運行記録計等推進協議会
General Incorporated Association Network-type Business and Operation Digital recorder popularization Conference 略称「BODC」

mailto:unyu.co@winngarc.com
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協議会活動方針

安全運行および法令順守、働き方改革推進のための労働時間
や拘束時間の把握・管理及び、2024年問題解決のための物
流革新に向けた政策パッケージでの荷待ち・荷役作業時間の
把握と短縮、適正な運賃・料金収受のための運行・業務記録
を「通信型デジタル式運行・業務記録計等」の普及とより高
度な活用で実現し、業界及びサプライチェーン全体の効率化
と持続可能な物流の実現により業界・社会に貢献する
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設立にご賛同いただきました車載器メーカー様
 (現会員企業)

◼ 株式会社NPシステム開発 様

◼ 光英システム株式会社 様

◼ 株式会社システック 様

◼ 株式会社データテック 様

◼ 株式会社トランストロン 様

◼ 矢崎総業株式会社 様

50音順
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1. 会員相互、および会員以外とのネットワーク構築、情報交換、課題解決や
企画等の協議、ビジネスマッチング、活動・成果発表の場として定例会合、
イベント等を開催する

2. 運送・旅客事業者、荷主・旅行業等関連事業者、行政、自治体、業界団体
等との連携や認知向上、普及推進のための会合、イベント等を企画、開催
する

3. 物流負荷軽減のための「荷待ち、荷役作業時間の把握と短縮」、トラック
ドライバーの賃金水準向上のための「適正な運賃の収受」を実現するため
の事実を正しく記録、証明するための共通の仕組みとして、従来の「通信
型デジタル式運行記録計（業務記録機能付き）」を、会員と連携して認知
および普及促進を行うための活動を行う

4. 物流負荷軽減のための「荷待ち、荷役作業時間の把握と短縮」、トラック
ドライバーの賃金水準向上のための「適正な運賃の収受」を実現するため
の事実を正しく記録、証明するための共通の仕組み（運行・業務記録計）
として会員と連携して必要な機能改善や標準化、法制化を推進するための
活動を行う

協議会事業内容 協議会定款より
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協議会事業内容 協議会定款より

5. 中小運送事業者等への導入促進を図るため、事業者が各種補助金制
度（税制優遇、カタログ型等補助金等）を利用できるための制度設
計、必要な製品登録等の行為を推進する

6. 運送事業者への補助金制度等の活用を含む導入支援を関連団体であ
る一般社団法人運輸デジタルビジネス協議会、一般社団法人サス
ティナビリティ・DX推進協議会と連携して実施する

7. 株式会社traevoの提供するtraevo Platformとの連携により、開発・
販売事業者等が異なる機器や運送事業者を超えた運行・業務記録等
の活用、サプライチェーン全体での業務の効率化、新物流２法の対
応を支援する

8. 運送・旅客事業者、荷主・旅行業等関連事業者、行政、自治体、業
界団体等に対して積極的に情報提供、意見交換、提言等を実施する

9. 公開可能な範囲で、会員企業の取り組みや事例を共有する

10.前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業
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協議会事業内容 まとめ

国土交通省との連携
・省令・法改正・補助金などのキャッチアップ
・標準化・法制化への意見等の提示など
・カタログ型補助金等の制度設計

会員・運送事業者・発着荷主等との連携
・事例・行政情報などの発信
・通信型デジタコ導入効果事例の発信
・通信型デジタコ普及と活用のための検討
・ビジネスマッチング
・traevo platform活用による運行・業務記録の運用支援

TDBC・SDXCとの相互連携
TDBCホームページ、フォーラムを共有
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Appendix.

「交通政策審議会 交通体系分科会 物流部会・産業構造審議会 商務流通情報分科会 流通小委員会・ 食
料・農業・農村政策審議会 食料産業部会 物流小委員会 合同会議」取りまとめ 発表 令和6年11月27日

https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000844.html?fbclid=IwY2xjawG1DA1leHRuA2FlbQIxMQABHeWmowq0JMBBybGkV

18B65DnZDCbLv5eSCAKGEl_LVaxFaUiwOEsU7gx3w_aem_lIhiYIodvHi08s37sACGZA

別紙２合同会議取りまとめ https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001845493.pdf

（３）貨物自動車運送事業者等の判断基準等について（新物効法第 35 条）

② 上記①及び関係事業者（荷主、倉庫業者等）の取組の実効性確保に関する事項について は、
以下の事項とする。 ・ トラックドライバーの荷待ち・荷役等時間や取組の効果を適切に把握す
ること。また、 荷主等が荷待ち・荷役等時間を把握することが難しい場合に協力・情報提供する
こと。 なお、トラックドライバーの荷待ち・荷役等時間の把握に当たっては、デジタルタコグ 
ラフ等のデジタル技術の活用等により効率的に行うよう努めること。 

https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000844.html?fbclid=IwY2xjawG1DA1leHRuA2FlbQIxMQABHeWmowq0JMBBybGkV18B65DnZDCbLv5eSCAKGEl_LVaxFaUiwOEsU7gx3w_aem_lIhiYIodvHi08s37sACGZA
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000844.html?fbclid=IwY2xjawG1DA1leHRuA2FlbQIxMQABHeWmowq0JMBBybGkV18B65DnZDCbLv5eSCAKGEl_LVaxFaUiwOEsU7gx3w_aem_lIhiYIodvHi08s37sACGZA
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001845493.pdf
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Appendix.

第8条 業務の記録

5．第2項に規定する運行記録計は、輸送の安全を確保するための「安全運転管理」の みならず、
労働時間の適正化に伴う「労務管理（荷待ち時間・荷役時間の可視化を含 む）」にも有効である
ことから、道路運送車両の保安基準（昭和26年運輸省令第67号） 第48条の2第2項の規定に適合
する車載部を有するもしくは組込型デジタル式運行記録計を導入することが推奨される。

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/resourse/data/construction_kamotsu.pdf

国土交通省
貨物自動車運送事業輸送安全規則の解釈及び運用について 最終改正 令和 6年 10月11日

https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/03safety/resourse/data/construction_kamotsu.pdf
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Appendix.

物流革新に向けたデジタル式運行記録計の普及促進に関する検討会
https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000160.html

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk2_000160.html
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Appendix.

令和５年度国土交通省補正
予算「中小トラック事業者
向けテールゲートリフター
等導入等支援事業」
https://jta.or.jp/member/
shien/tgl2024keiei.html

https://jta.or.jp/member/shien/tgl2024keiei.html
https://jta.or.jp/member/shien/tgl2024keiei.html
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TDBC事務局内
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03-5962-7370

50音順


	スライド 1: 2024.12.2 設立総会 体制と活動方針、活動内容について 
	スライド 2: 法人体制
	スライド 3: 協議会活動方針
	スライド 4: 設立にご賛同いただきました車載器メーカー様  (現会員企業)
	スライド 5: 協議会事業内容　協議会定款より
	スライド 6: 協議会事業内容　協議会定款より
	スライド 7: 協議会事業内容　まとめ
	スライド 8: Appendix.
	スライド 9: Appendix.
	スライド 10: Appendix.
	スライド 11: Appendix.
	スライド 12

